
【要件：②－Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ】
かわまちづくりと一体となったまちなか再生のための官民連携手法調査 【調査主体】三重県名張市（人口7.4万人）

（様式１）令和７年度先導的官民連携支援事業

事業・施設の概要 事業・施設の課題

検討経緯／事業化スケジュール

〇既成市街地の空洞化と担い⼿不⾜、遊休不動産の有効活⽤
• まちなかでは⼈⼝の⾼齢化・空き家の増加などによる空洞化。
• まちなか活性、かわまちとまちなかの結節点としての役割を担って
いるやなせ宿については、担い手である地域団体の⾼齢化等によ
る事業の低迷化から委託を取りやめ、遊休不動産となることから、
⺠間活⼒導⼊による利活⽤の検討が必要。

〇官⺠連携による維持管理の効率化
• かわまちづくりについて、維持管理のコスト縮減やより効果的で魅
⼒的な事業展開を図るために、⺠間活⼒が必須。

〇まちなかとかわまちづくりエリアの一体化、回遊性向上
• かわまちエリアは「名張の玄関⼝」として、名張川と⼈・まちが交差
する重要な結節点であり、まちなかに近い⽴地ポテンシャルを活か
すことが重要。

• 「まちなか」と「かわまち」の回遊性向上による、地域振興やエリアの
魅⼒向上を官⺠連携で効果的に推進することが重要。
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年度 事業化スケジュール
H16 名張まちなか再生プラン策定

H20 「旧細川邸やなせ宿」を整備、オープン

H30 「名張かわまちづくり計画」が国土交通省のかわまち
づくり支援制度に登録

R6 かわまちづくり基本構想策定

• 一方、まちなかに隣接するエリア（名張かわまちづくりエリア）では、国が実施す
る名張川の引堤等の河川改修事業と併せ、親水広場や左岸背後地の地域振
興拠点が一体となった新たな空間創出を図る「かわまちづくり」を官⺠等で構成す
る名張かわまちづくり協議会が主体となり進めている。かわまちづくり協議会が
策定する計画を基に、官が中⼼となって整備を⾏ったのちに、管理・運営につい
ては、⺠間活⼒を導⼊することを予定しており、広⼤な⽔辺空間や隣接する地
域振興拠点を最⼤限活⽤したキャンプ場やBBQ施設、ドッグラン、食のフェスイ
ベント等の事業や河川のオープン化を活⽤した⺠間連携等を⾏うことにより一定
の収益を確保しつつ、⽔辺空間等の⾼質化や維持管理の充実化を図ることを
⽬指しており、この⺠間活⼒導⼊に係る調査検討が不可⽋である。

• 当市では、名張市都市マスタープランに基づき、初瀬街道の宿場町の面影が色濃く残る歴史的な町並みを
持つ既成市街地である「まちなか」を都市交流拠点として位置付け、地域⽂化や歴史資源、豊かな⾃然を
活かした地域活性化・観光振興に取り組んでいる。

• 当地区の再⽣に向け平成16年度に名張地区既成市街地再⽣計画「名張まちなか再⽣プラン」を策定し、
個⼈から⾏政が譲り受けた町屋を改装した観光拠点施設「旧細川邸やなせ宿」をオープンするなどとしてまち
の活性化・賑わいの創出に向けた取組を実施してきたものの、求⼼⼒の低下、空き家の増加による空洞化
に⻭⽌めがかかっていない状況にある。

• そのような中、近年、⺠間事業者による空き家を活⽤した宿泊施設へのリノベーションが進むとともに、空き
家の利活⽤を促進するための⼈づくりや、⼈と空き家をつなぐマッチングなどの仕組みづくりをまちづくり団
体が進めるなど、まちの再⽣の兆しが⾒えており、こうした取組と事業低迷している「やなせ宿」の再生を連
動させ、有機的につなぐことで、まちなか再生を加速させていく。

• 具体的には、現在当市が地域団体に運営を委託しているやなせ宿について、その委託を取りやめ、スモー
ルコンセッションをはじめとするPPP/PFIなど⺠間活⼒導⼊を⾏い、⺠間事業としてまちなかで動きつつあ
るエリア再生の動きと連動・連携しながら、当該エリアに必要な機能を担う収益施設として再生していく。

まちなか

かわまちエリア

地域振興拠点

まちなかエリア
旧細川邸「やなせ宿」

• かわまちづくり事業は、隣接するまちなかへの誘導やネットワーク・回遊性を⾼め
ることで、かわまち・まちなか双方にと
って⼤きなメリットが期待でき、かわま

  ちエリアの管理運営及びやなせ宿再
   生に係る⺠間活⼒導⼊についても、
   一体的に検討・実施（場合によって
   は包括的な管理運営）を⾏うことで、

「まちなか」に賑わいを取り戻しながら、
「かわまち」という新たな付加価値を与
え、観光客、住⺠双方にとって更に魅
⼒的なエリアが形成される。

令和７年１１月１３日
産業建設委員会協議会資料②

都市整備部 都市計画室



必要経費（補助金要望額）

かわまちづくりと一体となったまちなか再⽣のための
官⺠連携手法調査委託費

１２,０００千円（うち補助⾦１２,０００千円）

調査内容

先導性・モデル性・汎用性 妥当性・実現可能性

【調査主体】三重県名張市

有効性

（様式１）令和７年度先導的官民連携支援事業

1.利用者ニーズ調査、周辺環境等現地踏査

2.まちなか・かわまち基本構想策定

3.やなせ宿の事業運営方針案、
かわまちエリアの事業手法の策定

4.民間企業等ヒアリング

6.かわまちエリア
利活用計画策定

5.やなせ宿の
事業者公募、選定

【調査の必要性】
「まちなか」及び「かわまち」の整備にあたっては、地域資源や有

休不動産などの空間のポテンシャルを最⼤限活⽤することで、
地域に根付く多様なステークホルダーとの連携や合意による事
業推進のハードルを下げやすくなり、持続可能でより効果的な
事業に資することから、ニーズ調査や現地踏査などの現状把握
は非常に重要な要素である。また、当該事業について広く⺠間
事業者にヒアリングを⾏うことにより、⺠間活⼒の導⼊に向けて
の費⽤分担の在り方や課題等への対策が再整理され、より当
事業の事業設計のブラッシュアップが図られる。

【先導性】
⺠間事業者が主体的に取り組む空き家を活⽤したリノベーションまちづくり
とやなせ宿の再⽣とが、かわまちづくりと連動することにより、回遊性の更なる
向上や、「まちなか」から「かわまち」、「かわまち」から「まちなか」の双方の
流れが生まれ、当該エリアに滞在・交流する⼈を増やし、地域経済活性
の促進が図られる。
これらの取組は、遊休不動産（やなせ宿）と新たなハード整備（まちな
か・かわまち整備）とその維持管理、⺠間資源（空き家活⽤・⼈材育成を
⾏う⺠間事業者）の活⽤を一体的に⾏い、課題解決を図るものであり、エ
リアの価値向上につながるものである。
また、当該取組は単なるハード整備のみでなく、当市の強みである住⺠⾃
治熟度の⾼さを基盤とした当該地域に関わる⼈を増やし育てる「⼈づくり」
と連携を図るものであり、当該取組により、⼈づくりがさらに活性化され、
持続可能なまちづくりにつながるものである。
これらの官⺠対話には、地域プラットフォームの活⽤やサウンディング調査、
さらには各地域協議会等の既往組織との連携・調整も十分に図る。
【汎⽤性】
当該スキームは、かわまちづくり事業をきっかけとして、既成市街地の空

洞化という地方都市が共通で抱える課題を有機的に解決するものであり
、横展開が図りやすい官⺠連携⼿法である。

やなせ宿については、現在運営を担っている地域団体との委託終了に関する折衝も終えており、当
事業を通じて、まちなかを活性させるというゴールの共有認識が図られている。
また、かわまちづくりについては、平成30年度に既に国のかわまちづくりに係る⽀援制度の認定を受け
ており、また整備に当たっての⽤地買収等は計画どおり進捗している。
なお、まちなか活性化の一環として、観光協会、DMO（R7設⽴予定）とかわまちづくりとの連携

や地域イベント、古⺠家改修による宿泊施設の準備等も進⾏中である。さらに、⾼等教育機関や大
学等もまちなかをフィールドとして活性化に向けた活動を⾏っており、こうしたまちなか活性化の取組と、
まちなか・かわまちづくり協議会等の各種取組を有機的に繋げるとともに、官⺠連携事業による事業の
⾼質化と持続可能性を強化することで、まちなかとかわまちを含めたエリアの活性化に向けた事業の実
現性が一層⾼まる。

⺠間活⼒による各種施設の維持管理・運営事業を⾏うことにより、⾏政が直営管理を⾏うよりも、
コストを縮減できるとともに、単なるエリアの管理に留まらず、⺠間事業者のノウハウを最⼤限生かし
た事業を展開することにより、まちなかエリアとかわまちづくりエリアの賑わいの創出とともに、ひいては
当市全体の魅⼒向上や活性化に大きくつながる。
さらに、地域住⺠と新たな事業者が、まちなかエリアやかわまちエリアを活⽤することによる新たな事業
展開や情報発信等により、名張市の新たなブランディングにもつながる。

1.利⽤者ニーズ調査、
周辺環境等現地踏査

2.まちなか・かわまち基
本構想策定

3.やなせ宿の事業運営
方針案、かわまちエリア
の事業⼿法の策定

4.⺠間企業等ヒアリング

6.かわまちエリア利活⽤
計画策定

5.やなせ宿の事業者公
募、選定
○実施方針、募集要項
○事業者選定委員会等

○施設配置計画
○維持管理・運営計画

〇事業説明会
○プレヒアリング
○サウンディング調査

○スモールコンセッション、賃
貸借、指定管理、P-PFI等
の手法、VFMの算定等

〇住⺠、活動団体等ニーズ
○⼟地利⽤、地域資源等

〇まちなか・かわまち一体的活
⽤を軸にした、やなせ宿の機
能選定及びかわまちエリア利
活⽤に係る概算事業費検討


